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          二 
 次に教育委員会制度の問題がある。アメリカの、州以下の地方制度はイギリスに近いもののよう
である。すなわち、首長も議会もない、カウンシル一元の自治方式である。メイヤーは、カウンシ
ルの委員長である。イギリスで地方教育当局 local education authority というのは、このカウンシルの
教育担当グループをいうのである。そしてイギリスからのアメリカへの移住者は、一般的な地方制






















































































          六 
 戦後、冷戦が激しくなり、ついに朝鮮戦争となり、状況は一変した。日本国憲法の制定も、あと
一、二年遅れていたならば、問題の第九條は生れなかったであろう。 
（二〇一五・一二・一五） 
 
